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１．はじめに  

 近年，短時間に急激な水位上昇をもたらす豪雨が増加

している．河川を横断する橋脚に対して，豪雨に伴う河

床洗掘は有害な事象である.筆者らは，安全な列車運行を

維持するための手法として，ライブカメラによる映像お

よび水位計，洗掘棒を活用した遠隔モニタリングを試行

1)してきた．ここでは，河床変化を直接的に把握できる

洗掘棒について，その沈下量を自動検知し，遠隔地にお

いても把握できるシステムを開発したので，その概要を

報告する． 

２．河川橋脚のモニタリング試行  

 対象橋脚で試行している監視システムは，図-1に示す

機器配置および伝送システムから構成される.代表的な

構成は，以下のとおりである. 

①河川映像，量水標，橋脚等の監視カメラ 

②水圧式水位計 

③橋脚の傾斜観測機器 

④洗掘棒 

⑤ライト 

⑥観測情報の伝送装置・機器収容盤 

⑦ネットワークを介した伝送システム 

⑧インターネットを利用した閲覧システム 

 

３．沈下量自動検知システムの開発  

 沈下量自動検知システムについては下記をコンセプト

として開発を実施した． 

①橋梁橋脚の洗掘進行の状態を直接，リアルタイムで監

視可能なシステム． 

②河川増水時の気象状況を考え，雷の影響(誤動作)の可

能性の低い無給電センサシステム． 

③実績のある既存技術(洗掘棒)に改善を加える新規技

術(計測)を組み合わせたシステム． 

④フリーメンテナンスを目指したシンプルな機構． 
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図-1 観測機器配置および伝送系統（システム構成） 

図-2 インターネットプラウザによる映像画面 
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沈下自動検知のしくみは，橋脚に垂直に設置され

た洗掘棒に，回転体に巻きつけたワイヤーロープを

取り付け，洗掘棒が沈んだ際にワイヤーロープが繰

り出され，ワイヤーロープが巻き付けられた回転体

が回転し，その回転数を移動量に置き換え、洗掘棒

の沈み量をカウントする． 

また，雷の影響による誤動作を極力低減させるた

め，橋梁上は無給電とし，光ファイバセンサの一つ

であるファラデー素子センサを採用した．ファラデ

ー素子近接センサは磁石が近接すると，その地場に

よって，多重の光学結晶層が回転することで，光を

透過または，遮断する現象を利用して，見かけ上の

反射減衰量が増加する．今回はその特性を利用して，

反射減衰量の増減の回数を計測するものである． 

 

 

 

 

測定精度について今回は，5cmの沈下量を測定可能

なものとしたが，図-3 に於ける回転体に取り付けら

れた突起部を増やせば容易に測定精度を更に向上す

ることが出来るのも大きな特徴の一つである． 

また試行に先立ち，開発の過程では温度特性試験、

振動特性試験等を実施し問題の無いことを確認した．

一例として振動特性試験の結果を図-4に示す． 

 

 

 

４．河川橋脚における設置概要  

実橋脚に設置した設置構成の概要を図-5に示す． 

システムはファラデー素子センサと回転体より構

成される『光変位計』，光ファイバの光源と断線状態

を検知することに特化した『光断線検出器』，および

これらを結ぶ高信頼性の細径外装光ファイバケーブ

ルより構成され、橋脚に設置した． 

また実際の表示画面を図-6 に示す．クラウドシス

テムとすることで，必要時にスマートフォンからも

状態を確認することが可能である． 

 

 

 

 

 
 

 

５．おわりに  

本システムはリアルタイム・高精度な測定が可能

なシステムである．今回の試行をふまえて，洗掘検

知が課題となっている河川橋梁への展開を図りたい． 
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図-3 沈下自動検知のしくみ 

図-4 振動特性試験の結果 

図-5 システム構成 

図-6 表示画面 

洗掘深(cm) 
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